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(６) 飲食店の新規加盟促進
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■ 加盟飲食店舗に対する同意書
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(７) 利用者の利用促進

25

■ 利用者への周知について

掲載内容
発行、販売する食事券の利用者による利用を促進するために、Webページ上
に食事券の購入方法（①）、利用方法（②）、利用できる加盟店（③）等を
掲載した。

周知方法
食事券の販売時に、食事券の利用方法、利用できる加盟店等の情報を調べる
方法が分かりやすく伝わるよう、電子クーポンの利用方法は動画による案内
（②）を、加盟店はMAP形式とPDF一覧形式（③）にて案内した。

飲食店での
周知

本事業による食事券を利用できる飲食店において、A4ポスター（④）やステ
ッカー（⑤）を貼る、レジ周辺に電子クーポン決済用QRコードPOP（⑥）を
置いていただき、利用者がすぐに分かるようにした。

その他周知 商工会、商工会議所などでチラシ・ポスターによる周知を行った。

①利用者向けHP（購入方法） ②利用者向けHP（操作方法） ③利用者向けHP（加盟店一覧）

⑤ステッカー④A4ポスター ⑥決済用QRコード
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(８) 不正防止対策
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■「サービス産業消費喚起事業（Go To Eatキャンペーン）給付金

及び飲食業消費喚起事業給付金に関する給付規程」が掲載されているホームページ画面

虚偽報告対策
加盟店による自己取引、架空取引、虚偽報告に対する対策としては、リアル
タイムで反映される食事券利用金額が営業時間外に反映されていることや同
一人物により決済されていることなど随時確認をし、対策した。

偽装店舗対策

飲食店による加盟店要件の偽装、実態のない店舗の加盟に対する対策として
は、飲食店の加盟承認をする際に、店舗名、住所、電話番号などインターネ
ット上で調べて確認をした。それでも確認ができない店舗には、電話や店舗
写真を送付してもらうなど偽装がないか確認をした。

無効処理対策
加盟店が利用済み食事券を無効処理しないことによる不正対策として、加盟
店側では無効処理等の操作が一切出来ない電子システムを構築した。

利用者不正
対策

利用者による買占め・転売、偽造など、利用者が行う不正に対する対策とし
ては、食事券に購入制限（1人1回2万円まで、残高4万円分までは保持可能な
ど）をかけることで買占めを防いだ。電子クーポンでは、利用者本人のLINE
アカウントでのみ食事券の利用が可能となっていることで、転売、偽造を防
いだ。また、紙クーポンには偽造防止を講じた印刷をした。

内部不正対策
受託者内部において発生し得る不正を防止するための対策としては、紙クー
ポンは、シリアルナンバーで管理、販売額と入金額の比較確認を、電子クー
ポンは、管理画面を複数者で管理することによる不正防止対策を行った。

不正対応実例

電子クーポンを飲食店で利用する際、誤作動による二重決済や金額誤入力の
修正用としてLINE上に飲食店専用のボタンを用意していたが、利用者の不正
操作（精算金額修正や精算取消）発覚後、直ちにシステムを改修、飲食店専
用ボタンを削除し、金額修正は全てコールセンター経由事務局での対応とし
た。（該当利用者とは未払い額を後日精算した）

■ 不正防止対策について
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(９) 問合せ対応
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■ 問合せ対応と実績

コールセンター

専用
電話番号

加盟店又は飲食店専用：0570-052-130
利用者専用 ：0570-052-140

受付期間 令和2年10月12日～令和4年11月30日

受付時間 平日10：00～19：00

受付実績 49,632件

主な問い合わせ内容
・QRコード読取不可 ・決済エラー
・決済金額入力ミス ・販売期限／利用期限について
・振込スケジュール ・店舗情報変更

LINE問い合わせフォーム

フォーム種類
・エラー／QR決済／購入不可
・店舗で利用不可と言われた
・その他お問合せ

受付期間 令和2年11月6日～令和4年1月5日

受付時間 24時間（問合せへの対応は平日10：00～19：00）

受付実績
・エラー／QR決済／購入不可 1,208件
・店舗で利用不可と言われた 650件
・その他お問合せ 4,227件
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(10) 事業の実施結果（成果）、所見
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■ 余剰金

1億5,141万2,400円
※余剰金の活用について今後、県と協議し、方向性を検討

■ 本事業を受託して当社としての意見

GoToEatかながわは、コロナ禍で経営が逼迫した状態にあった県内の飲食店を救済した。
また本事業は、感染症対策を徹底しながら飲食を楽しむという飲食店利用の新しいスタン
ダードを構築する上でその一翼を担ったと思う。
神奈川県ではGoToEatを認知させて成功させるため、６団体（神奈川産業振興センター、
神奈川県商工会議所連合会、神奈川県商工会連合会、商連かながわ、神奈川県観光協会、
神奈川県中小企業団体中央会）と連携し、事業開始前は認知度向上と飲食店の加盟促進の
サポートを行っていただいた。GoToEatかながわは、県と関係団体、弊社の連携を生み、
一体感と飲食店救済という機運を醸成させた。

本事業はLINE電子クーポンとコンビニ紙クーポンの併用で実施致した。コロナ以前の
プレミアム商品券や食事券は、殆どが紙クーポンで、今となっては電子を活用した事業が
多く見られるが、GoToEatの事業はその先駆者となり、電子クーポンを浸透させたと言え
る。

LINE電子クーポンの購入金額は想定通り高く、その理由としては、既に多くのユーザー
のいるLINEは、新たにアプリをダウンロードする必要もなく、友達登録をし、決済に必
要なクレジットカードの登録をするだけで食事券が購入できる事や、非接触で感染症対策
にもなる事が要因であると考える。

最後に、GoToEatはコロナ禍で先の見えない旅行業にとっても非常に価値ある事業であっ
た。旅行業としての既成概念を良い意味で払拭させ、この事業を介して多くの着想を得て、
新たな事業ドメインの確立ができた事に心から感謝している。

■ 需要喚起の効果

LINEのお友達登録は約78万人であったことから、神奈川県の人口（約905万人）比率で
言うと県民の約8.6%の方にご利用いただけたことを意味する。
勿論、県外の方やスマートフォンを保持していない層も含まれるが、飲食店の需要喚起と
しては、デジタル化促進の一助となったと思う。
今回は紙クーポンをセブンイレブン、ローソン、ミニストップで販売しており、飲食店だ
けでなく、消費者の利便性向上や幅広い購入機会の確保にも繋がった。

結論として、本事業は神奈川県内の飲食店の救済としての役割だけでなく、感染症対策を
行いながらデジタル化を推進させた素晴らしい事業であったと思う。
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(10) 事業の実施結果（成果）、所見
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